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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 78,329 82,872 94,890 90,650 92,620

経常利益 （百万円） 10,220 12,246 14,499 14,171 10,820

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 5,922 7,620 9,115 9,292 7,141

包括利益 （百万円） 5,707 8,587 11,032 10,776 6,353

純資産額 （百万円） 60,774 68,622 77,247 86,368 89,630

総資産額 （百万円） 80,264 88,975 101,077 106,907 110,737

１株当たり純資産額 （円） 4,305.67 4,864.44 5,595.96 6,305.94 6,633.31

１株当たり当期純利益金額 （円） 418.63 539.92 654.12 674.87 524.73

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 75.7 77.1 76.4 80.8 80.9

自己資本利益率 （％） 10.14 11.78 12.50 11.36 8.12

株価収益率 （倍） 7.76 9.13 10.75 14.51 17.78

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 4,550 6,530 9,313 8,565 8,823

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △3,337 △2,405 △4,498 △6,647 694

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △914 △701 △2,506 △1,814 △2,090

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 23,022 27,032 29,847 30,461 37,417

従業員数 （人） 1,782 1,948 2,035 2,130 2,176

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 70,287 73,156 82,219 74,715 76,633

経常利益 （百万円） 9,581 11,312 13,447 12,451 9,352

当期純利益 （百万円） 5,463 6,992 8,308 7,963 6,082

資本金 （百万円） 2,662 2,662 2,662 2,662 2,662

発行済株式総数 （千株） 15,673 15,673 15,673 15,673 15,673

純資産額 （百万円） 57,970 64,225 70,143 76,452 79,441

総資産額 （百万円） 75,866 82,857 91,612 93,919 97,850

１株当たり純資産額 （円） 4,107.01 4,552.73 5,081.32 5,581.98 5,879.27

１株当たり配当額

（円）

50 55 60 65 65

（内１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 386.18 495.48 596.26 578.35 446.93

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 76.4 77.5 76.6 81.4 81.2

自己資本利益率 （％） 9.81 11.45 12.37 10.86 7.80

株価収益率 （倍） 8.42 9.95 11.79 16.93 20.88

配当性向 （％） 12.9 11.1 10.1 11.2 14.5

従業員数 （人） 1,113 1,170 1,224 1,263 1,290

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

　昭和30年７月大阪市北区にて、現代表取締役社長藤井實が四国化学研究所を創設し、塗料用廃液溶剤類の蒸留精製

及び建築用塗料製品の製造販売を始めました。

年月 概要

昭和33年４月 建築用塗料及び溶剤等の製造販売を目的として、株式会社四国化学研究所（資本金30万円）を設

立

昭和36年８月 大阪府茨木市に本社移転、大阪工場建設稼動開始

昭和38年６月 商号を四国化研工業株式会社に変更

昭和42年12月 神奈川県座間市に東京工場（現：神奈川工場）を建設

昭和49年４月 大阪府茨木市中穂積１丁目に本社を移転

昭和54年12月 福岡県糟屋郡篠栗町に福岡工場建設

昭和56年８月 シンガポールに現地法人SKK(S)PTE.LTD.（現・連結子会社）を設立

昭和58年５月 マレーシア・クアラルンプールに現地法人、SHIKOKU(M)SDN.BHD.（現・SK KAKEN(M)SDN.BHD.、

連結子会社）を設立

昭和58年６月 茨城県水海道市に大利根工場を建設

昭和59年９月 香港に現地法人SKK(H’K)CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

昭和59年10月 セラミック系耐火被覆材等を開発し、製造販売を開始

昭和62年５月 愛知県半田市に名古屋工場建設

平成３年１月 兵庫県加東郡滝野町に兵庫工場建設

平成３年４月 商号をエスケー化研株式会社に変更

平成４年３月 マレーシア・クアラルンプールに現地法人、SKK CHEMICAL(M)SDN.BHD.（現・連結子会社）を設

立

平成４年７月 大阪府茨木市に研究所建設

平成４年11月 神奈川県座間市の神奈川工場を全面的に改築

平成５年３月 福岡県嘉穂郡桂川町に九州工場を建設し、福岡工場を移転

平成６年３月 大阪府茨木市中穂積３丁目に本社を移転

平成６年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成７年12月 福岡市東区に福岡支店及び配送センターを建設

平成８年１月 無機質・不燃・耐火断熱材を開発し、製造販売を開始

平成８年３月 神奈川県座間市に配送センターを建設

平成８年８月 マレーシア・クアラルンプールに現地法人、SK COATINGS SDN.BHD.（現・連結子会社）を設立

平成12年１月 中国・北京に北京駐在事務所を開設

平成12年10月 大阪府茨木市に大阪工場配送センターを設置

平成13年５月 香港に現地法人H.K.SHIKOKU CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

平成13年９月 中国・上海に現地法人SIKOKUKAKEN(SHANGHAI)CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

平成13年９月 埼玉県加須市に埼玉工場を取得

平成14年12月 タイ・バンコクに現地法人SK KAKEN(THAILAND)CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

平成15年４月 大阪府茨木市に第二技術研究所を建設

平成15年11月 SIKOKUKAKEN(SHANGHAI)CO.,LTD.において中国・上海に上海工場を建設稼動開始

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年５月 韓国・ソウルにSKK KAKEN(KOREA)CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

平成20年８月 中国・廊坊に現地法人SIKOKUKAKEN(LANGFANG)CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

平成22年２月 タイ・バンコクに現地法人SKK CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場

平成23年５月 ベトナム・ホーチミンに現地法人SKK VIETNAM CO.,LTD.（現・連結子会社）を設立

平成24年７月

平成25年７月

 

平成26年５月

大阪府茨木市にＳＫＫグローバルセンターを建設

東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

に上場

インドネシア・西ジャワ州に現地法人PT SKK KAKEN INDONESIA（現・連結子会社）を設立
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は当社（エスケー化研株式会社）及び在外子会社13社と国内子会社２

社で構成され、事業は主として建築仕上塗材と耐火断熱材の製造販売を行っております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント情報の区分と同一

であります。

○　建築仕上塗材事業

　主要な製品は、有機無機水系塗材、合成樹脂塗料、無機質系塗料、無機質建材であり、当社、SKK(S)PTE.LTD.、

SKK CHEMICAL(M)SDN.BHD.、SIKOKUKAKEN(SHANGHAI)CO.,LTD.、SIKOKUKAKEN(LANGFANG)CO.,LTD.及びSKK CHEMICAL

(THAILAND)CO.,LTD.が製造しております。

　SKK(S)PTE.LTD.の製品の一部はSKK CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.並びに当社を通してSK KAKEN(M)SDN.BHD.、SKK

(H'K)CO.,LTD.、SKK KAKEN(KOREA)CO.,LTD.、SK KAKEN(THAILAND)CO.,LTD.及びSKK VIETNAM CO.,LTD.に販売し、

各社は現地で販売しております。

　SKK CHEMICAL(M)SDN.BHD.の製品はSK KAKEN(M)SDN.BHD.が仕入れて現地で販売しております。

　SKK CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.の製品はSK KAKEN(THAILAND)CO.,LTD.が仕入れて現地で販売しております。

　また、原材料の一部を当社からSKK(S)PTE.LTD.、SKK CHEMICAL(M)SDN.BHD.、SKK CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.

及びSIKOKUKAKEN(LANGFANG)CO.,LTD.に供給しております。

　SKK(S)PTE.LTD.は原材料の一部を当社を通してSKK CHEMICAL(M)SDN.BHD.並びにSIKOKUKAKEN(SHANGHAI)CO.,LTD.

に供給しております。

　その他に当社、SKK(S)PTE.LTD.、SK COATINGS SDN.BHD.、SKK(H'K)CO.,LTD.及びSK KAKEN(THAILAND)CO.,LTD.に

て建造物の特殊仕上工事を行っております。

○　耐火断熱材事業

　主要な製品は、断熱材、耐火被覆材、耐火塗料であり、当社及びSIKOKUKAKEN(SHANGHAI)CO.,LTD.において製

造・販売及び耐火断熱工事を行っております。

○　その他の事業

　洗浄剤・希釈剤等について当社で製造を行い、当社、SKK(S)PTE.LTD.及びSK KAKEN(M)SDN.BHD.で販売しており

ます。
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　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

SKK(S)PTE.LTD.

（注）２
シンガポール

6,000

千Ｓ＄

建築仕上塗材

及びその他
100

製品・半製品・原材料を当社

から購入、製品・半製品・原

材料を当社に販売、製品をSKK

CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.

及びSKK VIETNAM CO.,LTD.に

販売

資金援助あり

役員の兼任あり

SK KAKEN(M)SDN.BHD.

マレーシア

クアラルン

プール

1,000

千Ｍ＄

建築仕上塗材

及びその他
100

製品を当社及びSKK CHEMICAL

(M)SDN.BHD.から購入

役員の兼任あり

SKK CHEMICAL(M)

SDN.BHD.

（注）２（注）３

マレーシア

クアラルン

プール

28,000

千Ｍ＄
建築仕上塗材

100

(0.7)

原材料を当社から購入、製品

をSK KAKEN(M)SDN.BHD.に販売

資金援助あり

役員の兼任あり

SK COATINGS

SDN.BHD.

（注）３

マレーシア

クアラルン

プール

150

千Ｍ＄
建築仕上塗材

100

(100)
役員の兼任あり

SKK(H'K)CO.,LTD.

（注）２
香港

22,130

千ＨＫ＄
建築仕上塗材 100

製品を当社から購入

役員の兼任あり

SIKOKUKAKEN

(SHANGHAI)CO.,LTD.

（注）２（注）３

中国

上海

10,000

千ＵＳ＄

建築仕上塗材

及び耐火断熱

材

100

(60.0)

製品・半製品・原材料を当社

から購入、製品をSIKOKUKAKEN

(LANGFANG)CO.,LTD.から購

入、原材料をSIKOKUKAKEN

(LANGFANG)に販売

役員の兼任あり

SK KAKEN

(THAILAND)CO.,LTD.

タイ

バンコク

27,000

千BAHT
建築仕上塗材 100

製品をSKK CHEMICAL

(THAILAND)CO.,LTD.から購入

資金援助あり

役員の兼任あり

SKK KAKEN

(KOREA)CO.,LTD.

（注）２（注）３

韓国

ソウル

2,170,000

千KRW
建築仕上塗材

100

(12.0)

製品を当社から購入

資金援助あり

役員の兼任あり

H.K.SHIKOKU

CO.,LTD.

（注）２（注）３

香港
90,225

千ＨＫ＄
建築仕上塗材

100

(15.5)
役員の兼任あり

SIKOKUKAKEN

(LANGFANG)CO.,LTD.

（注）２（注）３

中国

廊坊

12,500

千ＵＳ＄
建築仕上塗材

100

(51.0)

原材料を当社及びSIKOKUKAKEN

(SHANGHAI)から購入、製品を

SIKOKUKAKEN(SHANGHAI)に販売

役員の兼任あり
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名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

SKK CHEMICAL

(THAILAND)CO.,LTD.

（注）２

タイ

バンコク

250,000

千BAHT
建築仕上塗材 100

原材料を当社から購入、製品

をSKK(S)PTE.LTD.から購入、

製品をSK KAKEN(THAILAND)

CO.,LTD.に販売

資金援助あり

役員の兼任あり

SKK VIETNAM

CO.,LTD.

（注）３

ベトナム

ホーチミン

500

千ＵＳ＄
建築仕上塗材

100

(100)

製品をSKK(S)PTE.LTD.から購

入

役員の兼任あり

PT SKK KAKEN

INDONESIA

（注）２（注）３

インドネシア

西ジャワ州

10,000

千ＵＳ＄
建築仕上塗材

100

(70.0)
役員の兼任あり

その他２社      

　（注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．議決権の所有割合のうち（　）内は間接所有の割合であり、内数であります。

４．上記子会社には、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

建築仕上塗材 1,967

耐火断熱材 88

報告セグメント計 2,055

その他 33

全社（共通） 88

合計 2,176

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数は含まれておりません。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、管理部門等に所属しているものであります。

(2）提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,290 40.6 11.8 5,594,000

 

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

建築仕上塗材 1,090

耐火断熱材 79

報告セグメント計 1,169

その他 33

全社（共通） 88

合計 1,290

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は含まれておりません。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として、記載されている従業員数は、管理部門等に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

　当社では、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行による継続的な金融緩和策等により、種々の経

済発展に期待がありましたが、年間を通じての大きな効果には至っていない状況です。一方、中国をはじめとするア

ジア新興国経済の減速による生産・輸出の伸びの鈍化や、原油相場の低落、海外経済の不確実性の高まりや、金融資

本市場の変動による影響等のリスクも存在しており、景気の先行きについては非常に厳しい状況になりつつありま

す。

　建築塗料業界におきましては、公共投資の減少や、前年度からの消費減少傾向も続いておりましたが、耐震改修促

進法による公共・民間建物の改修需要、首都圏を中心とした大規模再開発が予想されておりました。一方、建築現場

の慢性的な労務者不足による工事の遅れ、需給バランスの崩れ、人件費の高騰等、厳しい市場環境が続いておりま

す。

　このような状況下、当社グループは、引き続き、新築市場だけでなく膨大な住宅ストックを抱えるリニューアル市

場において、当社の技術革新による製品、超耐久・超低汚染塗料、環境問題に対応した省エネタイプの遮熱塗料等の

各種機能性塗料、オリジナルの高意匠性塗材や耐火被覆・断熱材等の拡販に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績といたしましては、売上高は、926億20百万円（前年同期比2.2％増）となりまし

た。利益面におきましては、人員の増強に伴う人件費の増加等により、営業利益は、119億39百万円（同3.0％増）、

経常利益は、108億20百万円（同23.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は、71億41百万円（同23.1％減）と

なりました。

 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①建築仕上塗材事業

　建築仕上塗材事業におきましては、新築需要が減少いたしましたが、主にリニューアル市場において超耐久性塗料

や超低汚染機能で差別化された省エネタイプの遮熱塗料等の販売を行い、売上高は848億27百万円（同2.5％増）と前

連結会計年度に比べて20億55百万円の増収となりました。セグメント利益は134億５百万円（同1.6％増）と前連結会

計年度に比べて２億12百万円の増益となりました。

②耐火断熱材事業

　耐火断熱材事業におきましては、首都圏では再開発事業における受注が拡大しておりますが、その他の地域では受

注が伸び悩み、売上高は55億54百万円（同2.5％増）前連結会計年度に比べて１億35百万円の増収となりました。セ

グメント利益は、６億22百万円（同35.3％増）と前連結会計年度に比べて１億62百万円の増益となりました。

③その他の事業

　その他の事業におきましては、売上高は22億38百万円（同9.0％減）と前連結会計年度に比べて２億21百万円の減

収となりました。セグメント利益は２億60百万円（同495.9％増）と前連結会計年度に比べて２億16百万円の増益と

なりました。

 

　なお、当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用

し、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ69億55百

万円増加（前年同期比22.8％増）し374億17百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、88億23百万円（同3.0％増）となりました。

これは主に税金等調整前当期純利益108億20百万円（同23.6％減）、為替差損14億55百万円（前連結会計年度は

為替差益18億90百万円）、売上債権の増加額５億44百万円（前連結会計年度は30億40百万円の減少額）によるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により得られた資金は、６億94百万円（前連結会計年度は66億47百万円使用）となりました。

これは主に定期預金の払戻による収入577億89百万円（同55.6％増）、定期預金の預入による支出564億72百万円

（同34.1％増）、固定資産の取得による支出４億36百万円（同74.2％減）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、20億90百万円（同15.2％増）となりました。

これは主に自己株式の取得による支出22億０百万円（同123.1％増）によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

 

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

前年同期比（％）

建築仕上塗材（百万円） 84,693 101.5

耐火断熱材（百万円） 5,713 106.5

報告セグメント計（百万円） 90,407 101.8

その他（百万円） 2,149 89.5

合計（百万円） 92,557 101.4

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．上記の金額には、特殊仕上工事及び耐火断熱工事の施工実績を含めております。

(2）受注状況

　当社グループの製品は受注から納品までの期間が短いため、受注残高はほとんどなく、受注高も販売実績と大き

な差異はないので、受注高並びに受注残高については記載を省略しております。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

前年同期比（％）

建築仕上塗材（百万円） 84,827 102.5

耐火断熱材（百万円） 5,554 102.5

報告セグメント計（百万円） 90,381 102.5

その他（百万円） 2,238 91.0

合計（百万円） 92,620 102.2

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．総売上の10％以上を占める販売先はありません。
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３【対処すべき課題】

(１）当面の対処すべき課題及び対処方針

　今後の見通しにつきましては、為替や金利、原油価格の動向等、経済環境が不安定となっており、また、中国を

はじめとする新興国経済の減速懸念等の影響から、依然として先行きは不透明な状況が続くと思われます。

　一方、建築塗料業界におきましては、労務者不足に起因した労務単価の高騰や工事の遅れが予測される等厳しい

経営環境で推移するものと考えられます。

　このような状況下、当社グループといたしましては、「省エネ」「快適」「健康」「安全」「安心」の五つの

テーマの需要開発に努めると共に、「多くの顧客に利益と喜びを与え、社会に貢献することを最大の使命」とする

経営理念や社是・社訓を活かした事業活動を進めております。そして、コーポレートガバナンス体制を重視した社

内組織体制の一層の充実を図り、より一段と国内外の新市場の開発に尽力し、持続可能な新技術革新、新製品の開

発を通じて会社業績向上に努めてまいります。

 

(２）会社の支配に関する基本方針

①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

　当社は、公開会社である当社の株券等については、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、

当社の株券等に対する大量買付行為（下記③ロ．で定義されます。）があった場合、これに応じるか否かの判断

は、最終的には当社の株主の皆様のご判断に委ねられるべきものであると考えます。

　しかしながら、近時わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量買

付行為を強行する動きが見受けられます。こうした大量買付行為の中には、対象会社の企業価値及び会社の利益

ひいては株主共同の利益に資さないものも想定されます。

　当社といたしましては、このような当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の向上に資さない

大量買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては不適切であると考えており、

このような者が現れた場合には、必要かつ相当な対抗手段を講じることが必要であると考えます。

 

②　基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要

イ．当社グループの企業価値の源泉

　当社は昭和30年７月大阪市北区にて、現代表取締役藤井實が四国化学研究所を創設し、塗料用廃液溶剤類の蒸

留精製及び建築用塗料製品の製造販売をはじめました。昭和36年８月に大阪府茨木市清水に、大阪工場を建設、

稼働を開始し、昭和38年６月に商号を四国化研工業株式会社に変更、砂壁状吹付材を開発し、製造販売を開始し

ました。その後、外装吹付タイル、高級厚付仕上材、超耐久性塗料、セラミック系耐久被覆材など外装用塗料を

中心に開発を手がけました。

　当社は、建築仕上塗材事業、耐火断熱材事業、その他の事業を主な事業としており、創業以来、建築用の仕上

塗材に特化しており、自動車や造船や家電などの塗料は扱っておりません。

　当社グループの企業価値の源泉は、以下の３つに整理されます。

　・当社グループの総合的な技術力について

　創業以来、建築用の仕上塗材に特化して業績を発展させてきましたが、当社の技術開発も建築用の外装、

内装等の分野に集中して研究を進めた結果、他社の追随を許さない総合的な技術力を有するに至りました。

大阪に第一、第二の２つの研究所を有し、70名前後の研究者が常時、研究を重ねて新製品の開発から、製品

の改良改善に至る研究を続けております。また、当社開発製品にかかる特許は数百件を有し、競合他社との

一層の差別化を図っております。

　・拠点ネットワークときめ細かなサービスについて

　東京、大阪、名古屋、福岡などをはじめとし１支社、12支店を核として、全国主要都市に約50か所の営業

所を販売拠点として営業を展開しております。また、海外ではシンガポール、マレーシア、香港をはじめと

する東南アジアと中国大陸に現地子会社を設置し海外の販売体制も整備されております。

　これらの事業所がそれぞれの地域の販売店、施工店、ゼネコン、設計事務所等に対して、積極的な販売活

動、定期的な展示会・説明会等を通じてのＰＲ活動及び設計指定活動、また、きめ細かなサービス活動等を

実施し、市場開発と販売拡大を推進しております。この結果、建築用仕上材について、顧客との信頼関係が

醸成されるに至っております。

　・無から有を生ずる企業風土と健全な財務体質について

　以上のような、販売活動を支える精神的支柱である「如何に世の中のお役に立ち働くべきか、如何に世の

中のお役に立つ製品づくりや需要づくりをしていくべきか」の精神が脈々と生きており、従業員一人ひとり

の主体性や挑戦心に満ち溢れた企業風土が定着しております。この企業風土を一言で表すなら、昼夜に亘っ

て創意工夫をこらし、常に「無から有」の実践を行うことにつきると言えます。

　また、当社が今後、引き続き拡大を遂げるためにはそれぞれの地域において前向きな設備投資や人的投資

が必要になると考えられます。当社はこれらにも迅速に対応できる財務体質と資金力を保有しており、当社

グループ成長の礎となっております。
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ロ．企業価値向上に向けた取組み

　上記イ．の当社グループの企業価値の源泉を今後も継続し、発展させていくことが、企業価値及び会社の利益

ひいては株主共同の利益の確保・向上につながるものと考えております。具体的には絶え間の無いコストダウン

を図りながら、トップシェアとしての比率拡大を目指しております。また、既存の市場や地域に固執せず、「無

から有」の企業精神をいかんなく発揮して、新たな市場や未開拓の地域へ進出することにより、中長期的な企業

価値の向上を実現してまいります。

ハ．コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組み

　コーポレート・ガバナンスに関する取組みにつきましては、下記「第４　提出会社の状況　６　コーポレー

ト・ガバナンスの状況等」に記載しております。

ニ．株主の皆様に対する還元策

　当社は、株主に対する利益還元が経営における重要課題の一つであることを常に認識するとともに、将来に備

え財務体質と経営基盤の強化を図ることにより、安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたして

おります。

　今後はこの方針に加えて、企業価値向上の成果を還元させていただくことで、更に株主の皆様に支援していた

だけるよう、業績・収益状況に対応した配当を実現しつつ、企業価値の一層の充実を図りたいと考えておりま

す。

 

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの内容の概要

イ．企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現

　当社としては、当社株券等の大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値の向上及び会

社の利益ひいては株主共同の利益の実現に資するものであるか否か、株主の皆様に適切にご判断いただき、当社

株券等の大量買付行為に関する提案に応じるか否かを決定していただくためには、大量買付者（下記ロ．で定義

されます。）および当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期間が確保さ

れることが不可欠であると考えます。また、当社取締役会は、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同

の利益の確保または向上の観点から大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合に

は、大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、株主の皆様に対して代替案の提案等

を行う必要もあると考えておりますので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきであります。

　当社は、このような考え方に立ち、平成28年５月10日開催の取締役会において、当社株券等の大量買付行為へ

の対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の導入を決定し、平成28年６月29日開催の当社第60

期定時株主総会にて、本プランの導入は株主の皆様により承認、可決されました。本プランは、大量買付者に対

し、本プランの遵守を求めるとともに、大量買付者が本プランを遵守しない場合、並びに大量買付行為が当社の

企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると判断される場合の対抗措置を定め

ております。

ロ．本プランの対象となる行為

　本プランの対象となる行為は、概ね当社の株券等の20％以上の買付けその他の有償の譲受けまたはこれらに類

似する行為（以下「大量買付行為」といいます。）であり、本プランは大量買付行為が行われる場合に、大量買

付行為を行い又は行おうとする者（以下「大量買付者」といいます。）に対し、事前に株主の皆様及び当社取締

役会による当該大量買付行為の内容の検討に必要な情報の提供を求め、かつ、株主の皆様及び当社取締役会によ

る大量買付行為についての情報の収集及び検討のために必要な一定の期間を確保したうえで、必要に応じて、大

量買付者との間で大量買付行為に関する条件・方法について交渉し、また、当社取締役会として、株主の皆様に

代替案を提示するなどの対応を行うための手続を定めております。

ハ．対抗措置の概要

　本プランは、大量買付者が大量買付行為を行うに当たり、所定の手続に従うことを要請するとともに、かかる

手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を著し

く害するものであると判断される場合には、かかる大量買付行為に対する対抗措置として、原則として本プラン

に従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を株主の皆様に無償で割り当てるも

のです。

　本新株予約権には、①大量買付者やその関係者による行使を禁じる行使条件や、②当社が本新株予約権の取得

と引換えに大量買付者及びその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項を付すことが予定されて

います。

　本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者及びその関

係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があります。

ニ．独立委員会の設置

　本プランに定めるルールが遵守されたか否か、並びに、本プランに定めるルールが遵守された場合に当社の企

業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を確保しまたは向上させるために必要かつ相当と考えられる一定

の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性及び公正
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性を担保するために、当社は、当社取締役会から独立した組織として、独立委員会を設置しております。独立委

員会の委員は、３名以上５名以下とし、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、

投資銀行業務に精通している者及び他社の取締役または執行役として経験のある社外者等の中から当社取締役会

が選任するものとします。

ホ．情報開示

　当社は、本プランに基づく手続を進めるに当たって、大量買付行為があった事実、大量買付者から大量買付行

為の内容の検討に必要な情報が提供された事実、独立委員会の判断の概要、対抗措置の発動・不発動の決定の概

要、対抗措置の発動に関する事項について、適時かつ適切に株主の皆様に情報開示を行います。

 

④　本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地

位の維持を目的とするものではないこと及びその理由）

　当社取締役会は、以下の理由により、本プランが、上記①の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利

益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。

イ．買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること

ロ．企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上を目的として導入されていること

ハ．株主意思を重視するものであること

ニ．独立性の高い社外者の判断を重視していること

ホ．合理的な客観的要件を設定していること

ヘ．独立した地位にある第三者専門家の助言を取得できること

ト．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

 

　なお、本プランの詳細につきましては、当社のホームページ（http://www.sk-kaken.co.jp）をご参照くださ

い。

 

４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、財政状態及びキャッシュ・フロー等の業績に影響を与える可能性のあるリスクには以下

のようなものがあります。

　当社グループにおいては、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に最

大限の努力を行ってまいります。しかし、予想を超える事態が生じた場合には、当社グループの業績に重大な影響を

与える可能性があります。

　下記事項には、将来に関する事項が含まれますが、当該事項は提出日現在において当社グループが判断したもので

あり、当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではありません。

(1）建築塗料業界について

当社グループは、建築塗料業界に属しておりますが、公共投資、民間設備投資及び住宅投資の動向が経営に少なか

らず影響を与える可能性があります。

(2）価格競争について

当社グループは、数多くの特許技術を用いた製品やオリジナル製品で差別化を図っておりますが、汎用製品におき

ましては価格競争が厳しく、その対応によりましては業績に大きな影響を与える可能性があります。

(3）製造物賠償責任について

当社グループは、各種の品質管理基準に従って製品を製造しております。しかし、全ての製品について将来に亘っ

て欠陥が発生しないという保証はありません。また、製造物賠償責任については保険に加入しておりますが、賠償額

を充分カバーできるとは限りません。大規模な製品の欠陥が発生した場合は業績に大きな影響を与える可能性があり

ます。
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(4）海外における事業展開について

当社グループは、中国をはじめとしてアジアに進出しておりますが、進出先において、予期しない法律または規制

の変更、不利な政治または経済要因、テロ・戦争その他の要因による社会的混乱等の発生により業績に大きな影響を

与える可能性があります。

(5）為替変動について

当連結会計年度における当社グループの海外売上高の割合は連結売上高の19.5％を占めており、為替変動の影響を

受けています。為替予約等対策も必要に応じて講じておりますが、これにより当該リスクを回避できる保証はなく、

為替が大きく変動した場合には業績に大きな影響を与える可能性があります。

(6）産業事故・自然災害について

　当社グループは、生産活動の中断により生じる損害を最小限に抑えるため、製造設備に対し定期的な防災点検及び

設備保守、また、安全のための設備投資等を行っています。しかしながら、突発的に発生する災害や天災、不慮の事

故等の影響で製造設備等が損害を被った場合には業績に大きな影響を与える可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　当社研究技術開発グループは、建築用、住宅用、建材用等各分野において、材料の基礎研究、先進製品開発技術を

ベースに、製品の高機能化、高級化、高付加価値化を目指し、新市場への製品開発、需要開発を推進しております。

当連結会計年度の研究開発活動は、当社において、従来の技術開発を主に行う第一技術研究所と先端技術の研究開発

を行う第二技術研究所が相互に連携し合い、各種建築仕上材料の開発を中心に各分野の開発を推進しております。

　当連結会計年度における各事業分野の研究の目的、主要課題、研究開発成果及び研究開発費は次のとおりでありま

す。なお、当連結会計年度中に支出した研究開発費の総額は、８億54百万円であります。この中には、各事業部門に

共通の基礎研究及び開発費用２億40百万円が含まれております。

 

(1）建築仕上塗材事業

　主力分野である建築仕上塗材事業では、省エネルギー、環境負荷低減等、トータル的な環境保全を目的として、弊

社の製品開発コンセプト「快適・健康・安心・安全・環境」に基づき、高機能化、水性化、低ＶＯＣ化、省エネ化の

環境対応型の製品開発を進め、さらに改修市場への対応製品の開発にも注力いたしました。

　建築用では、高光沢を有し耐候性にも優れたサイディングボード改修用上塗材の開発に加え、弾性タイプの開発や

サイディングボードの意匠性を維持するクリヤー材の開発を行い、多様化したサイディングボードの改修需要に対応

して参りました。また、これらに加えこれまでの石材調仕上塗材等の改修需要にも対応して参りました。

　一方、弊社独自のセラミック複合技術を応用した一液水性超低汚染高耐久塗料については、外壁用に加え、屋根用

のラインナップ化を図り、さらに新たなコンクリート打ち放し保護工法の開発を行い、マンション、住宅等の資産価

値向上に対応して参りました。

　当事業に係る研究開発費は、５億35百万円であります。

 

(2）耐火断熱材事業

　耐火断熱材事業では、一般建築物や倉庫等の居住性、安全性向上への貢献として、鉄骨用耐火被覆材、不燃断熱材

料の積極的な提案を行い、また昨今の専門工人員不足への施工省力化等への要望に対する継続的な特殊耐火、防火材

料の新技術、新工法の応用開発を推し進めました。一方、断熱材料では、環境対応、施工性向上に寄与する新型ノン

フロンウレタンフォームを新たに開発し、さらに火災、地震等の災害に対する安全対策への取り組みとしまして、不

燃コート材の開発も併せて進め、これらの新材料の組み合わせによる不燃認定取得を終え、的確に市場ニーズに対応

して参りました。耐火被覆材、断熱材料ともに、より一層の技術開発、工法開発、認定取得を進め、両分野における

シェア拡大に努めて参ります。

　当事業に係る研究開発費は、78百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用

し、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成しており

ます。この連結財務諸表の作成にあたっては、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき、

見積り及び判断を行っておりますが、この見積りや判断における前提や状況が変化した場合には、最終的な結果が異

なるものとなる可能性があります。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの属する建築塗料業界は、公共投資の減少や、前年度からの消費減少傾向も続いておりましたが、耐

震改修促進法による公共・民間建物の改修需要、首都圏を中心とした大規模再開発が予想されておりました。一方、

建築現場の慢性的な労務者不足による工事の遅れ、需給バランスの崩れ、人件費の高騰等、厳しい市場環境が続いて

おります。

　このような状況下、当社グループは、引き続き、新築市場だけでなく膨大な住宅ストックを抱えるリニューアル市

場において、当社の技術革新による製品、超耐久・超低汚染塗料、環境問題に対応した省エネタイプの遮熱塗料等の

各種機能性塗料、オリジナルの高意匠性塗材や耐火被覆・断熱材等の拡販に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の業績といたしましては、売上高は、926億20百万円（前年同期比2.2％増）となりまし

た。利益面におきましては、人員の増強に伴う人件費の増加等により、営業利益は、119億39百万円（同3.0％増）、

経常利益は、108億20百万円（同23.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は、71億41百万円（同23.1％減）と

なりました。

(3）経営戦略の現状と見通し

　当社グループといたしましては、これらの状況をふまえて、当社グループが国内でナンバーワン企業としての地位

を占めている建築仕上塗材事業において、様々な機能を有した高付加価値製品の開発や新需要・新規先の拡大を図る

ため、限りある経営資源を選択的・効率的に集中投資する戦略を推進しております。

　今後の見通しにつきましては、積極的な営業活動、新技術・新製品開発を推進するとともに、より一層のコストダ

ウンを追及し、目標値の達成に向けて努力していく所存であります。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、現金及び現金同等物が前連結会計年度に比べ69億55百万円増加し、当連結会計年度末

には374億17百万円となりました。これは、主に営業活動によるキャッシュ・フローが当期純利益の増加等により88

億23百万円の収入を計上したこと、投資活動によるキャッシュ・フローが定期預金の払戻等により６億94百万円の収

入を計上したこと、財務活動によるキャッシュ・フローが自己株式の取得及び配当金の支払等により20億90百万円の

支出を計上したためであります。

(5）経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めていま

す。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、生産性向上、物流サービス向上、国際競争力の強化のために４億22百万円の設備投資を行いま

した。当連結会計年度の設備投資（有形固定資産受入ベース数値。金額には消費税等を含めておりません。）の内訳

は、次のとおりであります。

セグメントの名称 当連結会計年度 前年同期比（％）

建築仕上塗材（百万円） 275 17.5

耐火断熱材（百万円） 10 17.8

報告セグメント計（百万円） 286 17.5

その他（百万円） 4 14.9

消去又は全社（百万円） 132 421.1

合計（百万円） 422 25.0

　建築仕上塗材事業におきましては、生産設備の増強及び維持改修であります。

　耐火断熱材事業及びその他の事業の設備投資につきましては、経常的な維持・更新であり金額は僅少であります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

（平成28年３月31日現在）
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物及び構
築物

（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

大阪工場

(大阪府茨木市)
建築仕上塗材

建築仕上塗材生

産設備
62 11

1,002

(12,387.14)
1 1,078 43

神奈川工場

(神奈川県座間市)

建築仕上塗材・その

他

建築仕上塗材、

その他生産設備
342 9

1,655

(16,920.24)
2 2,009 46

九州工場

(福岡県嘉穂郡桂

川町)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他

建築仕上塗材、

耐火断熱材、そ

の他生産設備

297 33
274

(52,065.92)
1 606 47

大利根工場

(茨城県常総市)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他

建築仕上塗材、

耐火断熱材、そ

の他生産設備

233 53
446

(29,364.87)
2 735 63

名古屋工場

(愛知県半田市)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他

建築仕上塗材、

耐火断熱材、そ

の他生産設備

239 30
556

(20,388.23)
1 828 57

兵庫工場

(兵庫県加東市)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他

建築仕上塗材、

耐火断熱材、そ

の他生産設備

486 132
994

(38,968.13)
6 1,619 62

埼玉工場

(埼玉県加須市)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他

建築仕上塗材、

耐火断熱材、そ

の他生産設備

311 47
1,390

(40,364.97)
10 1,759 14

第一技術研究所・

第二技術研究所

(大阪府茨木市等)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他

基礎応用総合研

究施設
215 0

303

(1,878.00)
2 522 66

福岡支店

(福岡市東区)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他
事務所及び倉庫 32 3

－

(－)

［2,095.4］

0 36 40

札幌支店

(札幌市東区)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他
事務所及び倉庫 198 1

113

(3,554.64)
0 313 27
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(2）在外子会社

（平成27年12月31日現在）
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置
及び運搬
具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
(百万円)
［面積㎡］

合計
(百万円)

SKK(S)PTE.LTD.

シンガポール工

場・事務所

(シンガポール)

建築仕上塗

材・その他

建築仕上塗

材、その他

生産設備

1 4
－

(－)

296

[14,079.00]
302 125

SIKOKUKAKEN

（SHANGHAI）

CO.,LTD.

上海工場

（上海）

建築仕上塗

材・耐火断

熱材

建築仕上塗

材、耐火断

熱材生産設

備

105 92
－

(－)

24

[42,199.00]
222 320

SKK CHEMICAL(M)

SDN.BHD.

マレーシア工場

（クアラルン

プール）

建築仕上塗

材

建築仕上塗

材生産設備
285 7

214

(16,094.00)
3 510 67

SKK KAKEN

(KOREA)CO.,LTD.

ソウル工場

（ソウル）

建築仕上塗

材

建築仕上塗

材生産設備
－ 2

212

(6,622.00)
0 215 15

SKK CHEMICAL

(THAILAND)

CO.,LTD.

タイ工場

（バンコク）

建築仕上塗

材

建築仕上塗

材生産設備
292 97

191

(16,958.24)
9 590 50

SIKOKUKAKEN

（LANGFANG）

CO.,LTD.

廊坊工場

（廊坊）

建築仕上塗

材

建築仕上塗

材生産設備
804 332

－

(－)

269

[46,938.67]
1,406 122

PT SKK KAKEN

INDONESIA

インドネシア工

場

（西ジャワ州）

建築仕上塗

材

建築仕上塗

材生産設備
205 44

－

(－)

514

[17,750.00]
763 15

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定並びに借地権の合計であります。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２．賃借している土地及び借地権の面積については［　］で外書きしております。

３．従業員数には、臨時従業員数を含んでおりません。

４．上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。

①　提出会社

（平成28年３月31日現在）
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
従業員数
（人）

土地面積
（㎡）

建物面積
（㎡）

年間賃借料及び
リース料

（百万円）

本社

(大阪府茨木市)

全社業務・建築仕上

塗材・耐火断熱材・

その他

事務所 89 1,304.72 2,004.46
年間リース料

48

東京支社

(東京都新宿区)

建築仕上塗材・耐火

断熱材・その他
事務所 104 － 1,681.38

年間賃借料

79

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、投資効率、業界動向、経済状況等を総合的に判断して策定しております。設

備計画は、原則的に提出会社において策定しております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設及び改修計画、経常的な設備の更新のための除売却を除

き、重要な設備の除売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,673,885 15,673,885

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 15,673,885 15,673,885 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成15年11月19

日

（注）

5,224,628 15,673,885 － 2,662 － 3,137

　（注）株式の分割　所有株式１株を1.5株に分割

 

（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況

（株）
政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 15 11 60 60 － 148 294 －

所有株式数

（単元）
－ 1,876 13 4,652 3,822 － 5,240 15,603 70,885

所有株式数の

割合（％）
－ 12.03 0.08 29.81 24.50 － 33.58 100.00 －

　（注）自己株式2,161,715株は、「個人その他」に2,161単元、「単元未満株式の状況」に715株含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

四国興産有限会社 兵庫県宝塚市米谷１－６－５ 4,151 26.48

ステートストリートバンクアンドトラストカ

ンパニー

（常任代理人　香港上海銀行）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON, MA,

U.S.A. 02111

［東京都中央区日本橋３－11－１］

1,272 8.12

ジェーピーモルガンチェースバンク380684

（常任代理人　㈱みずほ銀行）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

［東京都中央区月島４－16－13］

745 4.75

株式会社近畿大阪銀行 大阪市中央区備後町２－２－１ 555 3.54

藤井　實 兵庫建宝塚市 469 2.99

藤井　実広 兵庫建宝塚市 469 2.99

藤井　訓広 兵庫県宝塚市 469 2.99

エスケー化研共栄会 大阪府茨木市中穂積３－５－25 458 2.92

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 413 2.63

ビービーエイチフォーフィデリティロープラ

イスドストックファンド（プリンシパルオー

ルセクターサブポートフォリオ）

（常任代理人　㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）

245 SUMMER STREET, BOSTON, MA,

02210, U.S.A

[東京都千代田区丸の内２－７－１]

351 2.23

計 － 9,356 59.69

　（注）１．上記のほか、自己株式が2,161千株あります。

２．平成27年10月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、シュローダー・

インベストメント・マネジメント株式会社が平成27年９月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載さ

れているものの、当社として当事業年度末現在における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

　　なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

　　　大量保有者　　シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社

　　　住所　　　　　東京都千代田区丸の内１－８－３

　　　保有内容　　　株式220,000株（1.40％）

　　　大量保有者　　シュローダー・インベストメント・マネージメント・リミテッド

　　　住所　　　　　英国ＥＣ２Ｖ７ＱＡロンドン、グレシャム・ストリート31

　　　保有内容　　　株式940,000株（6.00％）

３．平成27年12月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、エフエムアールエルエルシーが

平成27年11月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度末現

在における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　エフエムアールエルエルシー

住所　　　　　米国02210マサチューセッツ州ボストン、サマー・ストリート245

保有内容　　　株式789,670株（5.04％）
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,161,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,442,000 13,442 －

単元未満株式 普通株式    70,885 － －

発行済株式総数 15,673,885 － －

総株主の議決権 － 13,442 －

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エスケー化研株式

会社

大阪府茨木市南清

水町４－５
2,161,000 － 2,161,000 13.79

計 － 2,161,000 － 2,161,000 13.79

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式

の取得
 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年６月30日）での決議状況
（取得期間　平成27年７月１日～平成27年７月１日）

8,000 98,320,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 8,000 98,320,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年８月20日）での決議状況
（取得期間　平成27年８月21日～平成27年８月21日）

50,000 628,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 50,000 628,000,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年９月16日）での決議状況
（取得期間　平成27年９月17日～平成27年９月17日）

40,000 492,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 40,000 492,000,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年11月12日）での決議状況
（取得期間　平成27年11月13日～平成27年11月13日）

60,000 719,400,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 58,000 695,420,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 2,000 23,980,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 3.3 3.3

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 3.3 3.3
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区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成27年12月10日）での決議状況
（取得期間　平成27年12月11日～平成27年12月11日）

5,000 60,900,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 5,000 60,900,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成28年２月23日）での決議状況
（取得期間　平成28年２月24日～平成28年２月24日）

20,000 190,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 20,000 190,000,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 3,193 36,298,220

当期間における取得自己株式 － －

　（注）当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（ － ）
－ － － －

保有自己株式数 2,161,715 － 2,161,715 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元が経営における重要課題の一つであることを常に認識するとともに、将来に備え財

務体質と経営基盤の強化を図ることにより、安定的な配当水準を維持することを配当政策の基本といたしておりま

す。

　当社は、期末配当において剰余金の配当を行うことを基本方針としており、その決定機関は株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、特別配当（１株当たり45円）を含め１株当たり65円の配当を決定いたしまし

た。

　内部留保金につきましては、企業価値の更なる増大を図るべく、財務体質を強化するとともに、新たな研究・技術

開発、設備投資、海外展開等将来の成長につながる戦略投資に役立ててまいります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成28年６月29日

定時株主総会決議
878 65

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 3,305 5,090 7,030 11,010 13,310

最低（円） 2,620 3,030 4,700 6,600 9,260

　（注） 最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 13,310 12,890 13,000 11,400 10,340 9,650

最低（円） 11,450 11,400 11,380 9,260 9,470 9,280

　（注）　 最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性 10名　女性 －名　（役員のうち女性の比率 －％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長

 藤井　實 昭和７年９月１日生
 
昭和30年７月 四国化学研究所(現エスケー化研㈱)

創業

昭和33年４月 当社設立　代表取締役社長就任(現

任)

昭和56年８月 SKK(S)PTE.LTD.代表取締役社長就任

昭和58年５月 SK KAKEN(M)SDN.BHD.代表取締役社

長就任

昭和59年９月 SKK(H'K)CO.,LTD.代表取締役社長就

任

平成４年３月 SKK CHEMICAL(M)SDN.BHD.代表取締

役社長就任

平成14年12月 SK KAKEN(THAILAND)CO.,LTD.代表取

締役社長就任（現任）

平成17年５月 SKK KAKEN(KOREA)CO.,LTD.代表取締

役社長就任（現任）

平成22年２月 SKK CHEMICAL(THAILAND)CO.,LTD.代

表取締役社長就任（現任）

平成23年５月 SKK VIETNAM CO.,LTD.代表取締役社

長就任（現任）
 

（注）６ 469

専務取締役 技術・生産担

当

坂本　雅英 昭和26年12月14日生
 
昭和52年４月 当社入社

昭和62年５月 名古屋工場長

平成３年３月 取締役就任　名古屋工場長

平成７年10月 専務取締役就任　技術・生産担当

（現任）
 

（注）６ 95

常務取締役 事業本部長 藤井　実広 昭和41年９月13日生
 
平成６年５月 当社入社

平成11年４月 営業本部総合企画課長

平成11年６月 取締役就任　総合企画部長

平成12年６月 SKK(S)PTE.LTD.代表取締役社長就任

（現任）

平成12年６月 SKK(H'K)CO.,LTD.代表取締役社長就

任（現任）

平成12年７月 SK KAKEN(M)SDN.BHD.代表取締役社

長就任（現任）、

SKK CHEMICAL(M)SDN.BHD.代表取締

役社長就任（現任）、

SK COATINGS SDN.BHD.代表取締役社

長就任（現任）

平成13年５月 H.K.SHIKOKU CO.,LTD.代表取締役社

長就任（現任）

平成13年９月 SIKOKUKAKEN(SHANGHAI)CO.,LTD.代

表取締役社長就任（現任）

平成14年８月 東京支社長兼総合企画部長

平成15年４月 常務取締役就任（現任）　東京支社

長兼東日本営業統括

平成16年４月 営業本部長

平成19年４月 事業本部長（現任）

平成20年８月 SIKOKUKAKEN(LANGFANG)CO.,LTD.代

表取締役社長就任（現任）
 

（注）６ 469
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 営業統括管理

部長兼総務・

人事部長

藤井　訓広 昭和44年３月５日生
 
平成３年４月 当社入社

平成14年４月 営業本部次長

平成14年９月 営業本部次長兼人事部次長

平成15年４月 営業本部部長兼人事部部長

平成15年６月 取締役就任（現任）　営業管理部長

兼人事部長

平成18年６月 営業管理統括部長兼総務・人事部長

平成19年４月 営業統括管理部長兼総務・人事部長

（現任）
 

（注）６ 469

取締役 東京支社長 福岡　透 昭和33年９月４日生
 
昭和57年４月 当社入社

平成10年４月 名古屋支店長

平成16年６月 取締役就任　東京支社長（現任）
 

（注）６ 15

取締役 購買部長 伊藤　義之 昭和29年４月27日生
 
昭和54年４月 当社入社

平成14年４月 資材業務部長

平成17年４月 購買部長

平成17年６月 取締役就任　購買部長（現任）
 

（注）６ 18

取締役  長澤　啓三 昭和21年12月21日生
 
昭和44年５月 尼崎市役所入庁

平成14年４月 尼崎市企画財政局中央支所課長補佐

平成19年４月 尼崎市企画財政局園田地域振興セン

ター嘱託職員

平成20年６月 当社監査役就任

平成23年６月

平成27年６月

当社常勤監査役就任

当社取締役就任（現任）
 

（注）６ －

常勤監査役  森山　剛正 昭和14年９月27日生
 
昭和48年３月 当社入社

平成２年４月 福岡支店長

平成３年３月 取締役就任　福岡支店長

平成11年４月 常務取締役就任　西日本営業統括

平成16年６月 当社監査役就任

平成18年６月 当社常勤監査役就任（現任）
 

（注）５ 25

監査役  本竜　坦道 昭和22年11月17日生
 
昭和45年４月 ㈱大阪銀行入行（現　㈱近畿大阪銀

行）

平成11年６月 同行資金証券部長

平成15年６月

平成20年７月

近畿大阪信用保証㈱常勤監査役就任

㈱春日井管理本部長

平成25年１月 ウィズソフト㈱グループ経営企画室

長

平成26年２月 宝菱産業㈱企画部長（現任）

平成27年６月 当社監査役就任（現任）
 

（注）４ －

監査役  古越　浩二 昭和27年１月29日生
 
昭和49年４月 ㈱大阪銀行入行（現　㈱近畿大阪銀

行）

平成14年６月 同行本町営業部部長

平成17年10月 廣川㈱総務部長

平成22年１月 同社取締役就任　総務部長

平成27年10月 同社取締役（現任）

平成28年６月 当社監査役就任（現任）

 

（注）５ －

    計  1,561

　（注）１．常務取締役藤井実広は代表取締役社長藤井實の長男であり、取締役藤井訓広は同社長の次男であります。

２．取締役長澤啓三は、社外取締役であります。

３．監査役本竜坦道及び古越浩二は、社外監査役であります。

４．平成27年６月29日開催の定時株主総会終結の時から４年間

５．平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時から４年間

６．平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時から２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

当社は、企業価値向上と収益の拡大を図るため、取締役会、監査役を中心とした経営の監督・監視機能を強化

し、経営全体の迅速性と透明性を継続的に高めていくことが重要な責務であると考えています。そして、株主を

はじめとするステークホルダーとの適切な関係を維持し、社会に対する責任を果たしてまいります。

　当社は監査役制度を採用しております。取締役会は、社長が議長を務め、社外取締役１名を含む７名で構成さ

れ、迅速に経営判断できるよう少人数で経営しております。経営上の重要事項は全て付議され、業績の進捗状況

についても議論し対策等を検討しております。また、監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成されており

ます。

 

・当該企業統治の体制を採用する理由

当社では、経営の適正化及び監督・監視機能の強化を図るために独立性のある社外取締役を選任しており、経

営の効率性の向上、健全性の維持及び透明性の確保を目的とするコーポレート・ガバナンスを更に充実できると

考えております。

また、社外監査役が取締役会に出席する等中立的な立場から経営の意思決定と執行を監視しているため、監視

機能が働いていると判断しております。

 

・内部統制システムの整備の状況

当社は、適切な内部統制システムを整備・運用するために内部監査室を中心とした内部統制プロジェクトチー

ムを設置しており、その有効性を高めることによって一層の経営品質の向上を図るとともに、取締役会において

内部統制の基本方針を次の通り決定しております。

内部統制システムの整備に関する基本方針

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

コンプライアンスにかかるマニュアルを整備し、当社グループ（当社及び当社の子会社。以下、同じ）の役

職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。

当社グループの役職員は重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には遅

滞なく取締役会及び監査役に報告するものとする。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づき適切かつ確実に保存・管理することとし、

必要に応じて閲覧可能な状態を維持することとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)　当社グループの損失の危険の管理については、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制

定、研修の実施、マニュアルの作成等を行うものとする。

(2)　組織横断的に管理するリスク管理規程を定め、これに従い全体のリスク管理を行うものとする。

(3)　不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の

拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整えるものとする。

４．当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として取締役会を原則とし

て月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に

関わる重要事項について議論を行い、その審議を経て執行決定を行うものとする。

(2)　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程においてそれぞれの責任者及

びその責任、執行手続の詳細について定めることとする。

５．当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)　グループ各社における業務の適正を確保するため、関係会社管理規程に基づき当社への事前協議・報

告によるグループ各社経営の管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行うものとする。

(2)　グループ各社は当社からの経営管理、経営指導内容に法令違反その他コンプライアンスに関する重要

な事項を発見した場合には遅滞なく当社の取締役会及び監査役に報告するものとする。

なお、前記報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な扱い

を行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底するものとする。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制

現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要な場合には監査役の業務補助のため監査役スタッ

フを置くことができるものとする。

また、当該スタッフは専ら監査役の指揮命令に従わなければならないこととする。
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７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、子会社の取締役、監査役及び使用人等が監査役に報

告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確

保するための体制

(1)　監査役は、取締役会に出席し取締役からその職務執行について報告を受けるものとする。また、監査

役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。前記に関わらず、監査

役は必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとする。

(2)　監査役は、社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催することにより、監査の実効性を確

保できるものとする。

(3)　当社の子会社の取締役、監査役及び使用人は、会社に重大な影響を与える事実が発生した場合、ある

いは予測される場合は、速やかに監査役に報告を行うこととする。

(4)　当社は、監査役がその職務執行について支出した費用は、当該費用が監査役の職務執行に必要でない

と認められた場合を除き、その費用を負担することとする。

８．財務報告の信頼性を確保するための体制

(1)　取締役会は、財務報告とその内部統制に関し、代表取締役社長を適切に監督する。

(2)　代表取締役社長は、本基本方針に基づき、財務報告とその内部統制の構築を行い、その整備・運用を

評価する。

９．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および整備状況

(1)　基本的な考え方

当社で定めている「コンプライアンスマニュアル」で行動基準並びに行動指針として明示している。

反社会的勢力に対し利益供与をせず断固たる姿勢で臨むことを基本としています。

(2)　整備状況

当社は大阪府企業防衛連合協議会に加盟しており、同協議会にて開催される講演、研修会および懇談

会等に参加し、情報収集を行っております。また、顧問弁護士や所轄警察とも適時連絡を取っており

ます。

 

・リスク管理体制の整備の状況

当社はリスク管理委員会・安全衛生委員会・ＩＳＯ委員会・モラル安全衛生委員会を設置しており、会議を通

じて問題点が提起され、諸対策が講じられています。また、事故発生時においては、社内危機管理規程に基づき

対処することで、影響が最小限に留まるよう体制を構築しております。また、必要に応じて、弁護士等の複数の

専門家からアドバイスを受ける体制を採っております。

 

　・会計監査の状況

　　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

業務執行社員

業務執行社員

業務執行社員

安岐浩一

ひびき監査法人富田雅彦

石原美保

　　監査業務に係る補助者の構成

　　　公認会計士９名　その他１名

 

・取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨を定款で定めております。

・取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票

によらない旨を定款に定めております。

・株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　１．自己の株式の取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決

議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

 

　２．中間配当金

　当社は、配当政策を円滑に行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年

９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨を定款に定めております。
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　３．取締役及び監査役の責任免除

　当社は、取締役及び監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったこと

による取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の損害賠償責任

を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。これ

は、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的とするものであります。

・株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項の定めによるべき決議は、定款に別段の

定めがある場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

②　内部監査及び監査役監査の状況

監査役は、監査役会が定めた監査方針のもと取締役会への出席、業務状況の調査などを通じ、取締役の職務遂

行の監査を行っています。

内部監査室では現在２名のスタッフが専任で内部監査業務にあたっております。内部監査室は、当社内部監査

規程に基づき年次監査計画を立案し、社長の承認を得たうえで、業務監査、内部統制監査等を実施することを通

じて、各事業所の内部統制について整備及び運用状況を評価・監視しております。

また、内部監査室は、監査役及び会計監査人と定期的に連絡会を持つことを通じて、お互いの監査計画・結果

に関する情報・意見の交換を行って相互連携をはかり、監査の有効性と効率性を高めております。
 
③　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名であります。社外取締役の長澤啓三氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員に

指定しております。同氏及び同氏が過去に在籍、業務執行していた機関と当社グループとは、資本的、取引その

他の利害関係はありません。

当社の社外監査役は２名であります。社外監査役の本竜坦道氏及び古越浩二氏は、東京証券取引所の定めに基

づく独立役員に指定しております。両氏は、過去に㈱大阪銀行（現　㈱近畿大阪銀行）に勤務しており、同行と

当社との間には資金の借入等の取引関係がありますが、当社は複数の金融機関と取引をしており同行との取引は

突出していないこと、並びに同行の当社に対する持株比率からすると、同行との関係が当社の業務執行等の意思

決定に影響を及ぼすことはないと判断しております。

　社外監査役は、監査役会に出席し、必要の都度、監査役相互の情報交換を行い、取締役会にも出席し、中立的

な立場から経営の意思決定と執行を監視しております。また、監査役会の一員として会計監査人及び内部監査室

と定期的に内部統制に関する情報・意見交換を行い、各事業所の内部統制について不備・欠陥が明らかになった

場合には、必要に応じて社外の視点から会社のあるべき内部統制に関して意見を述べております。

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準または方針を定めており

ませんが、選任にあたっては、証券取引所からの独立役員の独立性の基準等を参考に、一般株主と利益相反が生

じるおそれがなく、独立した立場からの経営の監督または監視という機能及び役割が確保されることに加え、人

格、幅広い見識、経験等の要素を総合的に勘案しております。

長澤啓三氏を社外取締役として選任している理由は、行政職員としての幅広い見識と長年の豊富な経験をもと

に、客観的かつ中立的な視点から当社の経営に適切に助言をいただくためであります。

本竜坦道氏を社外監査役として選任している理由は、金融分野での専門家及び監査役としての高度な見識と長

年の豊富な経験をもとに、客観的かつ中立的な視点から当社の経営監視に寄与していただくためであります。

古越浩二氏を社外監査役として新たに選任した理由は、金融分野での豊富な見識と長年の幅広い経験をもと

に、客観的かつ中立的な視点から当社の経営監視に寄与していただくためであります。

また、監査役３名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化しています。コーポレートガバ

ナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査役２名による監査が

実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため現状の体制としており

ます。
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④　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
217 104 － 84 28 6

監査役

（社外監査役を除く。）
3 1 － 0 0 1

社外役員 7 5 － 2 0 3

 

ロ．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

氏名 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の額等（百万円）
報酬等の総額
（百万円）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

藤井　實 取締役 提出会社 57 － 48 18 124

 
ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　　取締役及び監査役の報酬については、株主総会の決議により、取締役及び監査役それぞれの報酬総額の限度額

を決定しております。なお、株主総会の決議による取締役の報酬年額は270百万円以内（使用人兼務取締役の使

用人給与は含まない）、監査役の報酬年額は30百万円以内であります。

　　退職慰労金については、役員退職慰労金規程に基づき、役職別基本給に役職別在任年数及び係数を乗じた金額

の合計に在任中の功績などを勘案して相当額の範囲内で算定しております。

 

⑤　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

４銘柄　11百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　　前事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱りそなホールディングス 4,700 2 取引関係の維持・強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
11,960 8 取引関係の維持・強化

 

　　当事業年度

　　　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱りそなホールディングス 4,700 1 取引関係の維持・強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
11,960 6 取引関係の維持・強化
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 38 0 38 0

連結子会社 － － － －

計 38 0 38 0

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社の連結子会社が当社の監査公認会計士等と同一のネットワーク（PKF International）に属している監査

公認会計士等へ支払っている報酬は、５百万円であり、監査証明業務に基づくものであります。

（当連結会計年度）

　当社の連結子会社が当社の監査公認会計士等と同一のネットワーク（PKF International）に属している監査

公認会計士等へ支払っている報酬は、５百万円であり、監査証明業務に基づくものであります。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、合意された手続業務に

対する対価を支払っております。

（当連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、合意された手続業務に

対する対価を支払っております。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、監査日数、会社の規模・業務の特性等の要素を勘案し、その都

度協議検討を行い決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、ひび

き監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 58,036 61,681

受取手形及び売掛金 21,154 21,252

商品及び製品 2,243 2,207

仕掛品 1,066 980

未成工事支出金 44 122

原材料及び貯蔵品 4,532 4,236

繰延税金資産 820 722

その他 549 441

貸倒引当金 △27 △17

流動資産合計 88,419 91,627

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,886 10,970

減価償却累計額 △5,931 △6,149

建物及び構築物（純額） 4,954 4,821

機械装置及び運搬具 5,887 5,950

減価償却累計額 △4,878 △5,010

機械装置及び運搬具（純額） 1,009 940

土地 8,355 8,376

建設仮勘定 328 46

その他 1,038 1,041

減価償却累計額 △945 △944

その他（純額） 92 97

有形固定資産合計 14,741 14,281

無形固定資産 1,263 1,140

投資その他の資産   

投資有価証券 15 11

繰延税金資産 284 263

退職給付に係る資産 434 489

その他 1,908 3,079

貸倒引当金 △160 △156

投資その他の資産合計 2,482 3,687

固定資産合計 18,487 19,109

資産合計 106,907 110,737
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,965 5,933

短期借入金 2,030 3,030

未払金 5,263 5,494

未払法人税等 1,761 1,350

賞与引当金 1,486 1,500

役員賞与引当金 85 87

製品保証引当金 45 40

その他 1,683 1,372

流動負債合計 18,321 18,809

固定負債   

繰延税金負債 40 37

役員退職慰労引当金 1,049 1,079

退職給付に係る負債 73 74

その他 1,052 1,105

固定負債合計 2,217 2,296

負債合計 20,538 21,106

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,662 2,662

資本剰余金 3,137 3,137

利益剰余金 84,990 91,241

自己株式 △7,004 △9,205

株主資本合計 83,785 87,835

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2 0

為替換算調整勘定 2,608 1,886

退職給付に係る調整累計額 △27 △91

その他の包括利益累計額合計 2,583 1,795

純資産合計 86,368 89,630

負債純資産合計 106,907 110,737
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 90,650 92,620

売上原価 ※ 63,369 ※ 63,871

売上総利益 27,281 28,749

販売費及び一般管理費   

運賃 2,350 2,374

給料及び手当 4,767 5,278

賞与引当金繰入額 1,026 1,046

役員賞与引当金繰入額 85 87

退職給付費用 133 135

役員退職慰労引当金繰入額 28 29

減価償却費 134 147

貸倒引当金繰入額 △0 △7

製品保証引当金繰入額 △9 10

その他 ※ 7,174 ※ 7,707

販売費及び一般管理費合計 15,692 16,809

営業利益 11,589 11,939

営業外収益   

受取利息 202 351

受取配当金 0 0

仕入割引 81 75

為替差益 2,255 －

雑収入 75 81

営業外収益合計 2,615 508

営業外費用   

支払利息 10 24

売上割引 1 0

為替差損 － 1,593

雑損失 22 10

営業外費用合計 33 1,628

経常利益 14,171 10,820

税金等調整前当期純利益 14,171 10,820

法人税、住民税及び事業税 4,502 3,532

法人税等調整額 376 146

法人税等合計 4,878 3,679

当期純利益 9,292 7,141

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 9,292 7,141
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 9,292 7,141

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 △2

為替換算調整勘定 1,494 △721

退職給付に係る調整額 △11 △63

その他の包括利益合計 ※１,※２ 1,484 ※１,※２ △788

包括利益 10,776 6,353

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 10,776 6,353

非支配株主に係る包括利益 － －

 

EDINET提出書類

エスケー化研株式会社(E00916)

有価証券報告書

36/70



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,662 3,137 76,367 △6,017 76,148

会計方針の変更による累積
的影響額

  159  159

会計方針の変更を反映した当
期首残高

2,662 3,137 76,526 △6,017 76,307

当期変動額      

剰余金の配当   △828  △828

親会社株主に帰属する当期
純利益

  9,292  9,292

自己株式の取得    △986 △986

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 8,464 △986 7,477

当期末残高 2,662 3,137 84,990 △7,004 83,785

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 0 1,114 △16 1,098 77,247

会計方針の変更による累積
的影響額

    159

会計方針の変更を反映した当
期首残高

0 1,114 △16 1,098 77,406

当期変動額      

剰余金の配当     △828

親会社株主に帰属する当期
純利益

    9,292

自己株式の取得     △986

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1 1,494 △11 1,484 1,484

当期変動額合計 1 1,494 △11 1,484 8,961

当期末残高 2 2,608 △27 2,583 86,368
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当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,662 3,137 84,990 △7,004 83,785

当期変動額      

剰余金の配当   △890  △890

親会社株主に帰属する当期
純利益

  7,141  7,141

自己株式の取得    △2,200 △2,200

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 6,251 △2,200 4,050

当期末残高 2,662 3,137 91,241 △9,205 87,835

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 2 2,608 △27 2,583 86,368

当期変動額      

剰余金の配当     △890

親会社株主に帰属する当期
純利益

    7,141

自己株式の取得     △2,200

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△2 △721 △63 △788 △788

当期変動額合計 △2 △721 △63 △788 3,262

当期末残高 0 1,886 △91 1,795 89,630
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 14,171 10,820

減価償却費 547 608

賞与引当金の増減額（△は減少） △412 13

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3 2

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △19 1

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 21 29

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △13

製品保証引当金の増減額（△は減少） △13 △4

受取利息及び受取配当金 △203 △351

支払利息 10 24

為替差損益（△は益） △1,890 1,455

固定資産除売却損益（△は益） 5 2

売上債権の増減額（△は増加） 3,040 △544

たな卸資産の増減額（△は増加） 797 110

仕入債務の増減額（△は減少） △1,915 217

その他 457 174

小計 14,597 12,547

利息及び配当金の受取額 199 336

利息の支払額 △10 △24

法人税等の支払額 △6,220 △4,036

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,565 8,823

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △42,123 △56,472

定期預金の払戻による収入 37,150 57,789

固定資産の取得による支出 △1,693 △436

固定資産の売却による収入 11 2

投資その他の資産の取得等による支出 △57 △249

投資その他の資産の売却等による収入 64 60

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,647 694

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,030 3,030

短期借入金の返済による支出 △2,030 △2,030

自己株式の取得による支出 △986 △2,200

配当金の支払額 △827 △890

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,814 △2,090

現金及び現金同等物に係る換算差額 510 △470

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 614 6,955

現金及び現金同等物の期首残高 29,847 30,461

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 30,461 ※ 37,417
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数 15社

 主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４．関係会社の状況」に記載しているため、省略しておりま

す。

 

２．持分法の適用に関する事項

　子会社はすべて連結しており、また、関連会社もないため、該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、在外連結子会社の決算日は12月31日となっております。

 連結財務諸表の作成にあたっては各社の決算日の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

(a) 有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定しております。）

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用しております。

(b) たな卸資産

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

未成工事支出金

　個別法による原価法を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(a) 有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法）を採用し、在外連結子会社は定額法を採用しております。

　なお主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 　　　31～38年

　機械装置及び運搬具 　８～９年

(b) 無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）重要な引当金の計上基準

(a) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(b) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に帰属する部分を計上しております。

(c) 役員賞与引当金

　当社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

(d) 製品保証引当金

　製品のアフターサービスまたはクレームに備えるため、過去の実績比率に基づき当連結会計年度の必要見込

額を計上しております。

(e) 役員退職慰労引当金

　当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による必要額を計上しております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

(a)　退職給付見込額の期間帰属方法

　当社は、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

(b)　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しております。

(5）重要な収益及び費用の計上方法

　当社は、工期３ヶ月超の工事に係る収益の計上について、当連結会計年度末における進捗部分について成果の

確実性が認められる工事は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは施行面積等を基準とした技術進捗率）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しておりま

す。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他の連結財務諸表作成のための重要な事項

(a) 消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年

９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表

示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替え

を行っております。

 

（連結貸借対照表関係）

保証債務

　　　次の得意先に対し、当社特約店債権の回収不能について債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

三井物産ケミカル㈱ 270百万円 335百万円

 

（連結損益計算書関係）

※　一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

805百万円 854百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 2百万円 △2百万円

組替調整額 － －

計 2 △2

為替換算調整勘定：   

当期発生額 1,494 △721

組替調整額 － －

計 1,494 △721

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △24 △99

組替調整額 8 8

計 △16 △90

税効果調整前合計 1,480 △815

税効果額 3 27

その他の包括利益合計 1,484 △788

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 2百万円 △2百万円

税効果額 △0 △0

税効果調整後 1 △2

為替換算調整勘定：   

税効果調整前 1,494 △721

税効果額 － －

税効果調整後 1,494 △721

退職給付に係る調整額：   

税効果調整前 △16 △90

税効果額 4 27

税効果調整後 △11 △63

その他の包括利益合計   

税効果調整前 1,480 △815

税効果額 3 27

税効果調整後 1,484 △788
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 15,673 － － 15,673

合計 15,673 － － 15,673

自己株式     

普通株式（注） 1,869 107 － 1,977

合計 1,869 107 － 1,977

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加107千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加105千株、単元

未満株式の買取りによる増加２千株であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 828 60 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月29日

定時株主総会
普通株式 890 利益剰余金 65 平成27年３月31日 平成27年６月30日

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 15,673 － － 15,673

合計 15,673 － － 15,673

自己株式     

普通株式（注） 1,977 184 － 2,161

合計 1,977 184 － 2,161

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加184千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加181千株、単元

未満株式の買取りによる増加３千株であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月29日

定時株主総会
普通株式 890 65 平成27年３月31日 平成27年６月30日

 
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 878 利益剰余金 65 平成28年３月31日 平成28年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 58,036百万円 61,681百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △27,575 △24,264 

現金及び現金同等物 30,461 37,417 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　該当事項はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

１年内 287 311

１年超 882 916

合計 1,169 1,227
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用に関しては主として流動性が高い短期金融資産にて行っております。

　デリバティブ取引は、主に外貨建債権債務に関する為替予約取引であり、将来の著しい為替の変動によるリ

スク回避を目的として利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

(2)　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。海外で事業を行うにあたり

生じる外貨建ての営業債権は為替リスクに晒されておりますが、必要に応じて為替予約取引を行い、リスクを

回避しております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。

　短期借入金は、経常的な運転資金の調達を目的としたものであります。

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、事業本部が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先毎に与信残高を

管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社に

つきましては、当社国際事業本部にて同様の管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、為替の変動リスクに対して必要に応じて為替予約取引を利用

してヘッジしております。

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　当社グループの借入金は経常的な運転資金の調達で短期間で決済されるため、支払金利の変動リスクは僅

少であります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、事業計画等に基づき、経理部にて資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持によ

り流動性リスクを管理しております。連結子会社につきましても同様の管理を行っております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 58,036 58,036 －

(2）受取手形及び売掛金 21,154 21,154 －

(3）投資有価証券 12 12 －

　資産計 79,203 79,203 －

(1）支払手形及び買掛金 5,965 5,965 －

(2）短期借入金 2,030 2,030 －

(3）未払金 5,263 5,263 －

(4) 未払法人税等 1,761 1,761 －

　負債計 15,020 15,020 －

 

EDINET提出書類

エスケー化研株式会社(E00916)

有価証券報告書

45/70



当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 61,681 61,681 －

(2）受取手形及び売掛金 21,252 21,252 －

(3）投資有価証券 8 8 －

　資産計 82,942 82,942 －

(1）支払手形及び買掛金 5,933 5,933 －

(2）短期借入金 3,030 3,030 －

(3）未払金 5,494 5,494 －

(4) 未払法人税等 1,350 1,350 －

　負債計 15,809 15,809 －

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3)投資有価証券

株式の時価は、取引所の価格によっております。また投資有価証券に関する事項については、注記事項

「有価証券関係」をご参照ください。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、（3）未払金、(4)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 2 2

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 58,036 － － －

受取手形及び売掛金 21,154 － － －

合計 79,191 － － －

 
　　当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 61,681 － － －

受取手形及び売掛金 21,252 － － －

合計 82,933 － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 11 7 3

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 11 7 3

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 0 0 △0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 0 0 △0

合計 12 8 3

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 8 7 0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 8 7 0

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 0 0 △0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 0 0 △0

合計 8 8 0

 

２．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用して

おります。

　積立型の確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。

　非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

退職給付債務の期首残高 3,080百万円 2,942百万円

会計方針の変更による累積的影響額 △247 －

会計方針の変更を反映した期首残高 2,832 2,942

勤務費用 234 252

利息費用 19 14

数理計算上の差異の発生額 34 △12

退職給付の支払額 △179 △150

過去勤務費用の発生額 － 99

退職給付債務の期末残高 2,942 3,146

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

年金資産の期首残高 3,067百万円 3,303百万円

期待運用収益 61 88

数理計算上の差異の発生額 7 △25

事業主からの拠出額 331 330

退職給付の支払額 △163 △135

年金資産の期末残高 3,303 3,561

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,872百万円 3,077百万円

年金資産 △3,303 △3,561

 △430 △483

非積立型制度の退職給付債務 69 68

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △361 △414

   

退職給付に係る資産 △434 △489

退職給付に係る負債 73 74

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △361 △414
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

勤務費用 234百万円 252百万円

利息費用 19 14

期待運用収益 △61 △88

数理計算上の差異の費用処理額 8 8

過去勤務費用の費用処理額 － 9

確定給付制度に係る退職給付費用 201 196

 

(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日）

過去勤務費用 －百万円 89百万円

数理計算上の差異 16 1

合　計 16 90

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

未認識過去勤務費用 －百万円 89百万円

未認識数理計算上の差異 41百万円 42百万円

合　計 41 132

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

保険資産（一般勘定） 78％ 78％

債券 16 16

株式 3 －

現金及び預金 3 6

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）

当連結会計年度

（平成28年３月31日）

割引率 0.5％ 0.4％

長期期待運用収益率 2.7％ 3.1％

予想昇給率 3.8％ 3.5％

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 122百万円 84百万円

賞与引当金 483  457

賞与引当金に対する社会保険料 71  67

役員退職慰労引当金 339  330

減損損失 72  66

その他 529  493

繰延税金資産小計 1,620  1,500

評価性引当額 △388  △377

繰延税金資産合計 1,232  1,122

繰延税金負債    

退職給付に係る資産、退職給付に係る負債 △118  △128

固定資産圧縮積立金 △14  △12

その他 △35  △31

繰延税金負債合計 △168  △173

繰延税金資産（負債）の純額 1,064  948

 （注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 820百万円 722百万円

固定資産－繰延税金資産 284  263

固定負債－繰延税金負債 40  37

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記

を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税

率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の32.3％から、平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年

度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については30.6％になります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は41百万円減少し、法人税等調

整額は39百万円、その他有価証券評価差額金は０百万円増加し、退職給付に係る調整累計額は２百万円減少しており

ます。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（平成27年３月31日）

　建物等の賃借契約における原状回復義務等において、当該賃借物件の敷金の回収が最終的に見込めないと認め

られる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度に属する金額を費用計上しております。

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

　建物等の賃借契約における原状回復義務等において、当該賃借物件の敷金の回収が最終的に見込めないと認め

られる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年度に属する金額を費用計上しております。

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、「建築仕上塗材事業」及び「耐火断熱材事業」を中心に事業を展開しております。したがって、

製品・サービス別のセグメントから構成されており、「建築仕上塗材事業」及び「耐火断熱材事業」を報告

セグメントとしております。

　「建築仕上塗材事業」は、有機無機水系塗材、合成樹脂塗料、無機質系塗料、無機質建材等を生産してお

ります。また、建造物の特殊仕上工事を行っております。「耐火断熱材事業」は、断熱材、耐火被覆材、耐

火塗料等を生産しております。また、耐火断熱工事を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　セグメント間の内部売上高は市場実勢価格に準じた価格に基づいております。

 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
建築仕上
塗材

耐火
断熱材

計

売上高        

外部顧客への売上高 82,772 5,418 88,190 2,459 90,650 － 90,650

セグメント間の内部売
上高又は振替高

1 － 1 2 3 △3 －

計 82,773 5,418 88,192 2,462 90,654 △3 90,650

セグメント利益 13,193 459 13,652 43 13,696 △2,107 11,589

セグメント資産 76,003 4,226 80,230 1,988 82,219 24,688 106,907

その他の項目        

減価償却費 454 19 474 8 482 64 547

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

1,574 58 1,632 27 1,659 31 1,691

 

　　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種化成品、洗浄剤等

の事業を含んでおります。

　　　２．（１）セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,109百万円、

セグメント間取引消去１百万円であります。

　　　　　（２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

　　　３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

　　　４．「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を

変更したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更してお

ります。

なお、当該変更による当連結会計年度のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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　当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
建築仕上
塗材

耐火
断熱材

計

売上高        

外部顧客への売上高 84,827 5,554 90,381 2,238 92,620 － 92,620

セグメント間の内部売
上高又は振替高

0 － 0 2 2 △2 －

計 84,828 5,554 90,382 2,240 92,623 △2 92,620

セグメント利益 13,405 622 14,027 260 14,288 △2,348 11,939

セグメント資産 81,291 4,909 86,200 2,010 88,211 22,525 110,737

その他の項目        

減価償却費 512 21 534 8 543 65 608

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

275 10 286 4 290 132 422

 

　　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種化成品、洗浄剤等

の事業を含んでおります。

　　　２．（１）セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用△2,349百万円、

セグメント間取引消去１百万円であります。

　　　　　（２）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。

　　　３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一のため記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 アジア 合計

72,389 18,261 90,650

　（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 アジア 合計

11,415 3,325 14,741

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。
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当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一のため記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 アジア 合計

74,537 18,082 92,620

　（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 アジア 合計

11,325 2,955 14,281

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日 至平成28年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 6,305.94円 6,633.31円

１株当たり当期純利益金額 674.87円 524.73円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百万

円）
9,292 7,141

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
9,292 7,141

期中平均株式数（千株） 13,769 13,609

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,030 3,030 0.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他有利子負債

　固定負債の「その他」（預り保証金）
1,052 1,104 0.0 －

合計 3,082 4,134 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．固定負債の「その他」（預り保証金）は、返済期限についての定めはありません。

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 22,043 44,781 70,408 92,620

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
3,063 5,225 9,270 10,820

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益金額（百万

円）

2,041 3,489 6,202 7,141

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
149.04 255.21 454.84 524.73

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
149.04 106.05 200.02 69.43
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 47,323 52,594

受取手形 7,237 6,809

売掛金 ※２ 10,821 ※２ 11,593

商品及び製品 1,540 1,660

仕掛品 970 885

未成工事支出金 39 116

原材料及び貯蔵品 2,244 2,194

繰延税金資産 725 650

その他 ※２ 590 ※２ 639

貸倒引当金 △94 △123

流動資産合計 71,397 77,022

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,937 3,037

構築物 94 84

機械及び装置 353 342

車両運搬具 3 8

工具、器具及び備品 46 59

土地 7,654 7,754

建設仮勘定 319 32

有形固定資産合計 11,409 11,319

無形固定資産   

ソフトウエア 66 48

その他 18 17

無形固定資産合計 84 66

投資その他の資産   

投資有価証券 14 11

関係会社株式 4,383 4,046

関係会社長期貸付金 4,385 2,738

繰延税金資産 756 756

差入保証金 711 851

その他 1,460 1,602

貸倒引当金 △339 △292

投資損失引当金 △343 △272

投資その他の資産合計 11,028 9,441

固定資産合計 22,522 20,827

資産合計 93,919 97,850
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,064 1,125

買掛金 ※２ 3,885 ※２ 3,942

短期借入金 2,030 3,030

未払金 ※２ 3,908 ※２ 4,261

未払費用 490 494

未払法人税等 1,668 1,308

未払消費税等 599 303

賞与引当金 1,432 1,440

役員賞与引当金 85 87

製品保証引当金 29 25

その他 41 99

流動負債合計 15,235 16,116

固定負債   

預り保証金 1,052 1,104

退職給付引当金 128 107

役員退職慰労引当金 1,049 1,079

固定負債合計 2,230 2,291

負債合計 17,466 18,408

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,662 2,662

資本剰余金   

資本準備金 3,137 3,137

資本剰余金合計 3,137 3,137

利益剰余金   

利益準備金 455 455

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 25 23

別途積立金 68,150 75,350

繰越利益剰余金 9,024 7,019

利益剰余金合計 77,655 82,847

自己株式 △7,004 △9,205

株主資本合計 76,450 79,441

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 0

評価・換算差額等合計 2 0

純資産合計 76,452 79,441

負債純資産合計 93,919 97,850
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 ※ 74,715 ※ 76,633

売上原価 ※ 52,501 ※ 53,182

売上総利益 22,213 23,450

販売費及び一般管理費   

運賃 1,836 1,830

給料及び手当 3,758 4,046

賞与引当金繰入額 988 998

役員賞与引当金繰入額 85 87

退職給付費用 130 131

役員退職慰労引当金繰入額 28 29

減価償却費 97 96

貸倒引当金繰入額 61 △15

製品保証引当金繰入額 △6 2

その他 ※ 5,255 ※ 5,555

販売費及び一般管理費合計 12,236 12,761

営業利益 9,977 10,689

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※ 156 ※ 248

為替差益 2,223 －

雑収入 ※ 214 ※ 199

営業外収益合計 2,594 447

営業外費用   

支払利息 10 12

為替差損 － 1,480

投資損失引当金繰入額 106 114

関係会社株式評価損 － 169

雑損失 3 6

営業外費用合計 120 1,784

経常利益 12,451 9,352

税引前当期純利益 12,451 9,352

法人税、住民税及び事業税 4,117 3,195

法人税等調整額 371 75

法人税等合計 4,488 3,270

当期純利益 7,963 6,082
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,662 3,137 455 27 60,750 9,128 70,360 △6,017 70,142

会計方針の変更による累
積的影響額

     159 159  159

会計方針の変更を反映した
当期首残高

2,662 3,137 455 27 60,750 9,287 70,520 △6,017 70,301

当期変動額          

固定資産圧縮積立金の取
崩

   △2  2 －  －

別途積立金の積立     7,400 △7,400 －  －

剰余金の配当      △828 △828  △828

当期純利益      7,963 7,963  7,963

自己株式の取得        △986 △986

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － △2 7,400 △262 7,135 △986 6,148

当期末残高 2,662 3,137 455 25 68,150 9,024 77,655 △7,004 76,450

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 0 0 70,143

会計方針の変更による累
積的影響額

  159

会計方針の変更を反映した
当期首残高

0 0 70,302

当期変動額    

固定資産圧縮積立金の取
崩

  －

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △828

当期純利益   7,963

自己株式の取得   △986

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

1 1 1

当期変動額合計 1 1 6,150

当期末残高 2 2 76,452
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当事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
固定資産
圧縮積立
金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,662 3,137 455 25 68,150 9,024 77,655 △7,004 76,450

当期変動額          

固定資産圧縮積立金の取
崩

   △2  2 －  －

別途積立金の積立     7,200 △7,200 －  －

剰余金の配当      △890 △890  △890

当期純利益      6,082 6,082  6,082

自己株式の取得        △2,200 △2,200

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － △2 7,200 △2,005 5,192 △2,200 2,991

当期末残高 2,662 3,137 455 23 75,350 7,019 82,847 △9,205 79,441

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 2 2 76,452

当期変動額    

固定資産圧縮積立金の取
崩

  －

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △890

当期純利益   6,082

自己株式の取得   △2,200

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

△2 △2 △2

当期変動額合計 △2 △2 2,990

当期末残高 0 0 79,441
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

　総平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定しております。）

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用しております。

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しており

ます。

(2) 未成工事支出金

　個別法による原価法を採用しております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 　　　31～38年

　機械装置及び運搬具 　８～９年

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業年度に帰属する部分を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4) 製品保証引当金

　製品のアフターサービスまたはクレームに備えるため、過去の実績比率に基づき当事業年度の必要見込額を計上

しております。

(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により費用処理しております。
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(6) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による必要額を計上しております。

(7) 投資損失引当金

　子会社への投資に係る損失に備えるため、財政状態の実情を勘案して必要額を引当計上しております。

 

５．収益及び費用の計上基準

　工期３ヶ月超の工事に係る収益の計上について、当事業年度末における進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは施行面積等を基準とした技術進捗率）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

 

（貸借対照表関係）

　１　保証債務

　　　次の得意先に対し、当社特約店債権の回収不能について債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

三井物産ケミカル㈱ 270百万円 335百万円

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

短期金銭債権 1,307百万円 1,296百万円

短期金銭債務 47 29

 

（損益計算書関係）

※　関係会社との取引高

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

営業取引による取引高    

売上高 2,096百万円  1,831百万円

仕入高 631  537

営業取引以外の取引による取引高 168  133
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（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額4,046百万円、前事業年度の貸借対照表計上額4,383百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 122百万円 84百万円

貸倒引当金 138  127

賞与引当金 474  445

賞与引当金に対する社会保険料 71  67

役員退職慰労引当金 339  330

投資損失引当金 111  83

関係会社株式評価損 277  371

減損損失 53  50

その他 39  28

繰延税金資産合計 1,628  1,589

繰延税金負債    

前払年金費用、退職給付引当金 △131  △169

固定資産圧縮積立金 △14  △12

その他 △1  △0

繰延税金負債合計 △147  △181

繰延税金資産の純額 1,481  1,407
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

前事業年度
（平成27年３月31日）

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

 

 

当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 33.1％
（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

0.4

住民税均等割 0.7

税率変更による期末繰延税金資
産の減額修正

0.8

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

35.0

 
 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平
成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等
の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税
率は従来の32.3％から、平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見
込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ
いては30.6％になります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は71百万円減少し、法人税等調
整額は71百万円、その他有価証券評価差額金は０百万円増加しております。
 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産

建物 2,937 273 1 171 3,037 4,241

構築物 94 6 0 16 84 779

機械及び装置 353 103 1 113 342 3,997

車両運搬具 3 13 0 9 8 111

工具、器具及び備品 46 42 0 28 59 782

土地 7,654 100 － － 7,754 －

建設仮勘定 319 124 411 － 32 －

計 11,409 664 415 339 11,319 9,912

無形固定資産

ソフトウエア 66 0 － 18 48 －

その他 18 － － 0 17 －

計 84 0 － 18 66 －

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 433 － 17 416

投資損失引当金 343 134 205 272

賞与引当金 1,432 1,440 1,432 1,440

役員賞与引当金 85 87 85 87

製品保証引当金 29 2 6 25

役員退職慰労引当金 1,049 29 － 1,079

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １，０００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町３丁目６番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ――――――

買取手数料
東京証券取引所の定める１単元当たりの売買委託手数料相当額を買取っ

た単元未満株式数で按分した額

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に揚げる権利、株主の有する株式数に応

じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以

外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第59期）（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）平成27年６月29日近畿財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成27年６月29日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

　（第60期第１四半期）（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）平成27年８月10日近畿財務局長に提出

　（第60期第２四半期）（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）平成27年11月10日近畿財務局長に提出

　（第60期第３四半期）（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）平成28年２月10日近畿財務局長に提出

(4）臨時報告書

　平成27年７月１日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。

(5）自己株券買付状況報告書

　報告期間（自平成27年６月１日　至平成27年６月30日）平成27年７月６日近畿財務局長に提出

　報告期間（自平成27年７月１日　至平成27年７月31日）平成27年８月６日近畿財務局長に提出

　報告期間（自平成27年８月１日　至平成27年８月31日）平成28年９月７日近畿財務局長に提出

　報告期間（自平成27年９月１日　至平成27年９月30日）平成27年10月５日近畿財務局長に提出

　報告期間（自平成27年11月１日　至平成27年11月30日）平成27年12月７日近畿財務局長に提出

　報告期間（自平成27年12月１日　至平成27年12月31日）平成28年１月８日近畿財務局長に提出

　報告期間（自平成28年２月１日　至平成28年２月29日）平成28年３月４日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   

  平成28年６月29日

エスケー化研株式会社   

 

取締役会　御中  

 

 ひびき監査法人  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 安岐　浩一　　印

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 富田　雅彦　　印

     

 

 業務執行社員  公認会計士 石原　美保　　印

     

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエスケー化研株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エス

ケー化研株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エスケー化研株式会社の平成

28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、エスケー化研株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   

  平成28年６月29日

エスケー化研株式会社   

 

取締役会　御中  

 

 ひびき監査法人  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 安岐　浩一　　印

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 富田　雅彦　　印

     

 

 業務執行社員  公認会計士 石原　美保　　印

     

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるエスケー化研株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エスケー
化研株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

 
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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